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はじめに 

 

筑後川の豊かな水と筑後平野の肥沃な大地、温暖な気候に恵まれ、本市は先人の英知とたゆまざる努

力により、米、麦、大豆をはじめ、野菜、果物、植木、花、牛乳と質・量ともに豊かな農産物を生み出

す県内最大の農業生産都市となっています。 

また、農業生産を行う農村地域は、生命の維持に必要不可欠な食料を生産、供給するだけではなく、

良好な景観の形成、水源のかん養、土砂災害等の防止、生物多様性の保全など多面的な機能を持ってお

り、農村地域だけでなく都市部に居住する市民に対しても大きな恵みをもたらしています。 

しかしながら、今日、本市を含む我が国の農業・農村を取り巻く状況は、経済のグローバル化や農産

物貿易の自由化、農村の都市化、食生活の多様化などを背景に、農業生産者の減少や高齢化、農地の減

少、食料の安全性に対する懸念など、様々な問題が生じています。 

このようなことから、本市は平成１６年３月に、農業者の意欲向上はもとより、市民一人ひとりが、

食料・農業・農村の市民生活に果たしている重要性についての理解を深め、地域で生産される農産物の

域内での消費の促進を図るため、「久留米市食料・農業・農村基本条例」を制定しました。 

そして、この条例に掲げる目的、基本理念を実現するための基本政策について、「久留米市食料・農

業・農村政策審議会」において審議を重ね、その結果を踏まえた答申に基づき、平成１８年１０月に「久

留米市食料・農業・農村基本計画」を策定しました。 

本市では、平成１８年度より、この基本計画に掲げる政策や事業を推進し、本市で生産された安全で

新鮮な食料による健康で豊かな食生活の実践や、多様な担い手による持続的な農業経営の確立、自然と

人間が共生する豊かな農村社会の創造をめざしています。 

この久留米市食料・農業・農村白書では、基本計画に基づいて平成２１年度に本市が実施した事業施

策の実施状況について取りまとめたもので、基本条例第９条に基づき公表するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

第１章 

 

総論（平成２１年度の総括） 
 



１ 食料・農業・農村の動向 

平成２１年度は、永年続いた自由民主党から民主党への政権交代により、国の農業政策が大きな

転換を向かえた一年でした。 

「食料の安定供給の確保」「多面的機能の十分な発揮」「農業の持続的発展」「農村の振興」と

いう基本理念を掲げた食料・農業・農村基本計画が策定され１０年が経過し、この間様々な取組み

が実施されてきたものの、食料自給率の低迷、消費者の食に対する信頼の低下、農業所得・農業者

や農地の減少、農村の活力低下等、厳しい状況におかれています。 

平成２２年３月にはこれまでの反省に立ち、食料・農業・農村政策を国家戦略の一つとして位置

付け、大幅な政策の転換を図る内容とした、新たな食料・農業・農村基本計画が策定されました。 

この基本計画には、「戸別所得補償制度」「農業・農村の６次産業化」等を推進していくことが掲

げられ、新しい政権下で様々な施策が打ち出されています。 

このような国の政策転換により、本市農業政策の見直しが必要となってきており、平成２２年度

が中間見直しの年となる「久留米市食料・農業・農村基本計画」の中で、国の動向を踏まえ、本市

農業の特性を活かした農業政策への見直しを行う予定です。 

このような状況下、３月２０日～２４日に開催された「２０１０国際ツバキ会議久留米大会」に

は海外から１６か国２３４人、全国から２９４人が訪れ、「第２０回全国椿サミット久留米大会」

には１３自治体から全国の椿愛好家が久留米を訪れました。また、３日間で３９，０００人が訪れ

た久留米つばきフェアなどの市民参加型の関連イベントも多く開催され、市民をはじめ、国内外へ

本市農業をＰＲすることができました。 

 

 

 

 ○本市を取り巻く食料・農業・農村の主な動向（平成２１年度） 

  平成２１年 ８月  第２回食育祭ｉｎくるめ開催 

  平成２１年 ９月  政権交代により民主党政権誕生 

  平成２１年１０月  地産地消推進店登録制度スタート 

  平成２１年１１月  第３５回ふるさとくるめ農業まつり開催 

  平成２１年１１月  全国優良担い手表彰（農林水産省経済局長省）を Farm ZEN が受賞 

  平成２２年 １月  城島食育まつり開催 

  平成２２年 ３月  福岡マルシェへ出店 

  平成２２年 ３月  国際ツバキ会議久留米大会開催、全国椿サミット久留米大会開催 

  平成２２年 ３月  国の新たな食料・農業・農村基本計画が閣議決定 

 



２ 平成２１年度の総括 

（１）基本計画の推進状況 

平成２１年度は、本市農政のマスタープランである「食料・農業・農村基本計画」に基づいて、「市

民みんなで参加する食と農」をテーマに、食育、担い手育成、農地基盤整備、競争力ある産地育成、

地産地消、産学連携、農村環境保全を始めとする１１項目の基本的施策について推進しました。 

その結果、基本計画に示す認定農業者数、集落営農法人数、学校給食における地場産品の割合、農

業基盤整備率など２７項目の数値目標のうち、これまでに集計ができた２１項目のうち１５項目で年

度目標を達成しました。 

 

基本計画数値目標の推進状況 

①食料に関する基本目標 

基本計画目標 単位 

基準値 

（主に 17

年度） 

中間年次

目標値 

（22 年度）

最終年次

目標値 

（２６年度）

比例案分等に

よる２１年度 

目標値 

２１年度実

績 

２１年度目標

値に対する目

標達成率 

市農業ホームページの月

平均閲覧ページ数 
件 

5,202 

（19 年度）
１２，０００ １５，０００ １０，０００ １１，１２２ 

○ 

１１１％ 

市農業ホームページの農

業者等のリンク貼付け数 
件 ８ ５０ ８０ ４０ ２５ 

× 

６３％ 

食育実践モデル保育園の

実施園数 
園 ３ １８ ３０ １５ １５ 

○ 

１００％ 

食育等に取り組む小学校

数 
校 １７ ３５ ４６ ３１ ４６ 

○ 

１４８％ 

地場農産物を利用した料

理教室への参加者数 
人 ４３３ ６００ ８００ ５６６ ９６５ 

○ 

１７０％ 

食生活改善推進員数 人 ３５１ ４２５ ５００ ４１０ ３２８ 
× 

８０ 

郷土料理(がめ煮)を調理

することができる市民の割

合 

％ 
５８．５ 

（16 年度）
６０ ６５ 

 中間目標年次（平成２２年）に 

     市民意識調査を実施予定 

②農業に関する基本目標 

基本計画目標 単位 

基準値 

（主に 17

年度） 

中間年次

目標値 

（22 年度）

最終年次

目標値 

（２６年度）

比例案分等に

よる２１年度 

目標値 

２１年度実

績 

２１年度目標

値に対する目

標達成率 

本市農業への認知度 ％ 
１２ 

（１６年度）
５０ ７０ 

 中間目標年次（平成２２年）に 

     市民意識調査を実施予定 

農業関連イベントの来場者

数 
万人 ５３ ５５ ５８ ５４．６ ５７．２ 

○ 

１０６％ 

農業生産基盤整備率 ％ ９２ ９４ ９５ ９２ ９２ 
○ 

１００％ 

認定農業者数 
経営

体 
７５９ ８８０ ９５０ ８５０ ８５３ 

○ 

１００％ 

集落営農法人数 
経営

体 
５ ２０ ４０ １７ ９ 

× 

５３％ 

担い手が経営する農用地

面積シェア 
％ ２７ ４０ ６０ ３７ ３６．４ 

× 

９８％ 

新規就農者数 人 １５ １５ １５ １５ １１ 
× 

７３％ 

農業産出額 億円 ３３１ ３４０ ３５０ ３３８ 
平成２３年度に公表される国

県統計により推計予定 



販売金額年間１千万円以

上の農家数 

経営

体 
７４１ ７６０ ８００ 

中間目標年次の世界農林業センサス

    調査より推進状況を把握する 

道の駅くるめ施設年間販

売額 
億円 施設未整備 ４ ５ ４ ５．２ 

○ 

１３０％ 

学校給食における地場農

産物の使用割合(コメ含む)
％ ４０ ４３ ４７ ４２ ５９ 

○ 

１４０％ 

米の自給率 ％ １１６ １１６ １１６ １１６ １２５ 
○ 

１０８％ 

アグリバイオを含むバイオ

ベンチャー企業数 
社 １３ ２０ ３０ １９ ３３ 

○ 

１７４％ 

農業関連技術の産学官共

同研究数 
件 ５ ７ １０ ７ ７ 

○ 

１００％ 

完熟堆肥の露地野菜施用

率 
％ 施設未整備 ３０ ５０ 評価方法について検討中 

エコファーマー認定者数 人 ２０５ ３３０ ４１０ ３０５ ２６４ 
× 

８９％ 

③農村に関する基本目標 

基本計画目標 単位 

基準値 

（主に１７

年度） 

中間年次

目標値 

（２２年度）

最終年次

目標値 

（２６年度）

比例案分等に

よる２１年度 

目標値 

２１年度実

績 

２１年度目標

値に対する目

標達成率 

生活排水処理人口普及率 ％ 
７３ 

（１６年度）
８２ ９０ ８０．５ ８６．９％ 

○ 

１０８％ 

耳納北麓交流人口 万人 １２８ １３９ １５０ １３７ 平成２２年度公表予定

家族経営協定締結数 件 ２４６ ３００ ３４０ ２８９ ３３２ 
○ 

１１５％ 

農政関連協議会における

女性の登用率 
％ ２９ ４０ ４０ ３８ ３９．５ 

○ 

１０４％ 

 

（２）主要事業の実施状況 
平成２１年度に本市が実施した主要事業の一つが、３月に実施した「２０１０国際ツバキ会議久留

米大会」「第２０回全国椿サミット久留米大会」です。海外から１６か国２３４人、全国から２９

４人の参加があり、市民交流イベントの久留米つばきフェアには３日間で３９，０００人の人々

がツバキの魅力を満喫しました。 
二つ目は、就農者交流会、就農奨励金、農の雇用情報の提供など新規就農促進支援事業による、多

様な担い手の育成・確保です。就農者交流会では、就農１０年以内の若手・青年農業者が集い、情報

交換や将来の夢を語り合い、就農者相互の連携を深めました。 
三つ目は、消費者への認知度を向上させ、米の消費拡大及び地産地消の推進を図るため、「久留米

市米粉普及推進協議会」を設立し、学校給食への米粉パンの導入や家庭への米粉パンの普及推進を行

っています。また、地産地消推進店登録制度をスタートさせました。 
その他、平成２１年度は以下に示す様々な事業を実施しましたが、厳しい産地間競争を勝ち抜くた

めには、より競争力があり、オリジナリティの高い、優位性を持った農産物づくりが必要であり、さ

らには、その農産物をいかに消費者へ周知、ＰＲしていくかが今後の大きな課題となっています。 
 



平成２１年度に実施した主な事業 

 

①情報発信や啓発活動による農産物の信頼確保 

 ○食と農の情報発信（広報くるめ、市ホームページ、農業まつり、筑後スローフードフェスタ） 

 ○食育推進プランの実践（食育祭、地産地消、関係機関との連携） 

 ○生産者と消費者、都市と農村との連携・交流、子どもが農業に親しめる施策の展開 

 

②多様な担い手育成 

○認定農業者の育成・確保（経営研修会の開催、経営改善計画更新時の相談会） 

○法人化を目指した集落営農組織の育成、強化 

○新規就農者支援（相談会開催、就農者交流会開催） 

○新規就農定着促進及び雇用経営支援（就農奨励金、雇用主研修会） 

○市民援農組織「農業サポーター」の育成 

  ○女性農業者への起業支援 

 

③優良農地の確保、生産基盤整備 

○農村振興総合整備事業を柱とした生産基盤の整備、生活環境整備の推進 

○農地・水・環境保全向上対策の推進 

○遊休農地の解消（草野、山本、藤山地区：遊休農地対策モデル事業） 

○耕作放棄地再生利用緊急対策事業 

○農業委員会との連携強化（遊休農地パトロール、農地所有者への指導） 

  ○担い手への農地流動化 

 

④農産物のブランド化、競争力ある農業経営の確立 

○産学官、試験研究機関との連携 

○農産物のブランド化、認証制度の検討 

○農商工連携会議の開催 

 

⑤自然にやさしい農業 

○「土づくりセンター」を活用した循環型農業の推進、消費者交流 

○エコ農業の普及促進に関する事業の推進（環境保全型農業推進事業等） 

 

⑥みどりの里づくり事業 

○道の駅くるめを活用した農業・地域情報の発信 

○久留米つばき園の外周道路の整備、草野町吉木のポケットパーク整備 

○２０１０国際ツバキ会議久留米大会、第２０回全国椿サミット久留米大会の開催 


